
○保育所における短時間の保育士の導入について 

平成10年２月18日 

児発第85号 

  

改正 平成14年５月21日雇児発第0521001号改正   

       

児童福祉施設最低基準(昭和23年厚生省令第63号。以下「最低基準」という。)で規定されている定

数上の保育士の取扱いについては、従来常勤の保育士をもって充てるよう指導してきたが、利用児童

の多様な保育需要や保育士の多様な勤務形態に係る需要に柔軟に対応できるよう、左記の事項に留意

の上、新たに短時間勤務の保育士を充てても差し支えないものとし、平成14年７月１日から適用する

こととしたので、その適正かつ円滑な実施を期されたい。 

 

記 

 

 
１ 最低基準における定数上の保育士の取扱い 

保育の基本は乳幼児が健康、安全で情緒の安定した生活ができる環境の中で、健全な心身の発達

を図ることであり、また、保育所の利用が一般化する中で従来にもまして保育士の関わりは重要で

あるばかりでなく、保護者との連携を十分に図るためにも、今後とも最低基準上の保育士定数は、

子どもを長時間にわたって保育できる常勤の保育士をもって確保することが原則であり、望ましい

こと。しかしながら、保育所本来の事業の円滑な運営を阻害せず、保育時間や保育児童数の変化に

柔軟に対応すること等により、入所児童の処遇水準の確保が図られる場合で、次の条件の全てを満

たす場合には、最低基準上の定数の一部に短時間勤務(１日６時間未満又は月20日未満勤務)の保育

士を充てても差し支えないものであること。なお、この適用に当たっては、組やグループ編成を適

切に行うとともにこれを明確にしておくこと。 

(1) 常勤の保育士が各組や各グループに１名以上(乳児を含む各組や各グループであって当該組・

グループに係る最低基準上の保育士定数が２名以上の場合は、１名以上ではなく２名以上)配置さ

れていること。 

(2) 常勤の保育士に代えて短時間勤務の保育士を充てる場合の勤務時間数が、常勤の保育士を充て

る場合の勤務時間数を上回ること。 

 

２ 留意すべき事項 

(1) 職員会議等を通じて職員間の連携を十分図るとともに、保育士の職務の重要性及び児童福祉法

(昭和22年法律第164号)第48条の２第２項に基づく保育士の資質向上に係る努力義務等にかんが

み、勤務形態の如何を問わず各種研修への参加機会の確保等に努める必要があること。 

(2) 短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律(平成５年法律第76号)や雇用保険法(昭和49年

法律第116号)等の労働関係法規を遵守し、不安定な雇用形態や低処遇の保育士が生ずることのな

いよう留意すること。このため、短時間勤務の保育士を導入する保育所にあっても導入しない保

育所と同様の保育単価とする取扱いとしている。 

(3) 児童福祉法第48条の２第１項に基づき、保育士の勤務形態の状況等について情報提供に努める

べきであること。 

 

３ 実施期日等 

本通知は、平成14年７月１日から適用するものである。 


